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＜背景＞
• 国家の成⾧の源泉としてイノベーションの重要性が向上
• 大学・研究機関・企業・スタートアップを集積させ、研究成果の迅速な事業化と人材育成を同時

に実現することが国家競争力の鍵
• アジア・太平洋地域では、多様な研究・イノベーション拠点の形成が進展

＜目的＞
インド、オーストラリア、シンガポール、韓国、台湾の代表的な研究・イノベーション拠点を対象に、多様
な発展モデルを比較・分析し、日本の研究・イノベーション拠点整備への示唆を得る

調査項目（各拠点共通）
• 政策・戦略
• 主要プレーヤー
• 研究・イノベーション活動
• 発展を支えた要因と今後の課題

対象拠点
• インド：ベンガルール
• オーストラリア：Tech Central (テックセントラル)
• シンガポール：one-north (ワン・ノース)
• 韓国：パンギョテクノバレー
• 台湾：新竹サイエンスパーク

選定基準
• 各国・地域を代表する研究・イノベーション拠点であること
• 研究開発から事業化までのエコシステム構造が異なること
• 日本の拠点整備への示唆が期待できること
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インド：ベンガルール
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約741km2市域面積

約8,000km2都市圏面積

約1,477～1,556万人都市圏人口

約28歳平均年齢

約3,600億米ドル
（約58兆円）都市GDP (PPP)

約20大学主要大学

65機関以上公的研究機関

900拠点以上
（国内シェア約30～40%）

グローバル・ケイパ
ビリティ・センター
(GCC)*

約1.9万社スタートアップ

53社 (カルナータカ州内)ユニコーン企業

350社以上チップ設計企業

空港エリア（北部）：ケンペゴウダ国際空港を核に、航空宇宙・防
衛・先端製造分野の研究開発・生産機能が集積する新産業拠点
IISc・学術コア（北中部）：インド理科大学院 (IISc) を中心に、国立
研究機関や研究支援機関が集積する学術・研究開発拠点
ホワイトフィールド（東部）：多国籍企業のGCC*や研究開発拠点が
集積する国際ビジネス・イノベーション拠点
エレクトロニクスシティ（南部）：インドのIT産業の発展をけん引してき
た、IT企業・研究開発機能が集積するテクノロジーパーク

 主要4エリアが相互補完的に機能し、インド最大級のイノベーション・エコシステムを形成
 大学・研究機関、多国籍企業の研究開発拠点、スタートアップ、投資家が集積し、AI・ソフトウェア・半導体設

計分野を中心とした研究開発と事業化をけん引

エレクトロニクスシティ

ホワイトフィールド

IISc・学術コア

空港エリア

ベンガルール

カルナータカ州

*多国籍企業の研究開発、製品開発、グローバル業務を担う中核拠点
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政策・戦略
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概要主な施策

• ソフトウェア輸出の促進を目的に、IT産業の育成を推進
• ベンガルールでは、STPIを通じてIT企業や多国籍企業の立地・輸出拡大を支え、現

在の研究・イノベーション拠点形成の基盤を構築

ソフトウェア・テクノロジー・パーク (STP) 
スキーム (1991年6月インド・ソフトウェ
ア・テクノロジー・パーク (STPI) 設立)

• バイオテクノロジー産業の育成に向け、研究開発から事業化までを一体的に推進
• バイオテクノロジー庁 (DBT) 傘下のバイオテクノロジー産業研究支援評議会 (BIRAC)

を通じて、C-CAMP (細胞分子プラットフォームセンター) やベンガルール生命科学クラ
スター (Bangalore Life Sciences Cluster) における技術移転、スタートアップ創出を
支援

国家バイオテクノロジー開発戦略
(初版2007年、改定2021–2025年)

• AI、ロボティクス、IoT等のサイバーフィジカルシステム分野を対象に、全国25のテクノロ
ジー・イノベーション・ハブ (TIH) を整備

• インド理科大学院 (IISc) のARTPARKを含む拠点を通じ、研究開発、人材育成、ス
タートアップ創出、産学連携を推進

学際的サイバー物理システムに関する
国家ミッション (NM-ICPS)
(2018年12月)

• GCC誘致を通じて、多国籍企業の研究・製品開発機能の集積を推進
• カルナータカ・デジタル経済ミッション (KDEM) を中心に産学官連携、人材育成、投

資誘致を進め、世界有数のGCC集積地形成を目指す

カルナータカ・グローバル・ケイパビリティ・
センター (GCC) 政策
(2024年11月)

• スタートアップ創出、ディープテック育成、人材育成を重点施策として推進
• ディープテック、AI、半導体、バイオ等を重点分野とし、新規スタートアップ創出や地方

都市へのエコシステム展開を支援

カルナータカ・スタートアップ政策2025-
2030
(2025年7月)

 中央政府とカルナータカ州政府が連携し、IT産業育成、研究開発支援、スタートアップ振興を段階的に推進
 ソフトウェア輸出産業の集積地から、AI、ロボティクス、バイオ等のディープテック分野を擁する世界有数の研究・

イノベーション拠点へと発展
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 各主体がそれぞれの役割を担い、研究開発、人材育成、事業化、資金供給を相互に支援
 インド理科大学院 (IISc) を中心とする研究基盤、多国籍企業のグローバル・ケイパビリティ・センター (GCC)、ス

タートアップが集積し、研究から事業化までを支えるイノベーション・エコシステムを形成

機能・役割主な組織主体

• 研究開発、人材育成、スタートアップ支援に関する政策を推進
• AI、量子、半導体等の重点分野への投資や実証環境整備を

実施
中央政府、カルナータカ州政府政府・推進機関

• 基礎研究、応用研究、産学連携、技術移転を推進
• 多数の高度理工系人材を輩出

インド理科大学院 (IISc)、国立生物
科学センター (NCBS)、ジャワハルラー
ル・ネルー先端科学研究センター
(JNCASR)

大学・研究機関

• 高度人材の雇用やグローバル研究開発機能の集積を通じてエコ
システム形成に貢献

Google、Microsoft、Amazon、
JPMorgan Chase、BoschGCC

• AI、フィンテック、Eコマース、モビリティ等で新事業・新市場を創出
• 技術の社会実証や事業化を推進

Flipkart (Eコマース)、Razorpay (決
済・フィンテック)、CRED (個人金融・
フィンテック)、Ola (モビリティ) 等

スタートアップ・ユニ
コーン

• 起業支援、メンタリング、資金調達を支援
• 研究成果の事業化やディープテックの成⾧を促進

C-CAMP、ARTPARK@IISc (イン
キュベーター・アクセラレーター)、ベン
チャーキャピタル (VC)

スタートアップ支援
機関
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研究・イノベーション活動：ARTPARK@IISc
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 大学発研究をAI・ロボティクス等のスタートアップへ橋渡しする事業化拠点
 産学官連携、オープンデータ基盤整備、研究者育成、起業支援を通じて、研究成果の社会実装を推進

概要
• インド理科大学院 (IISc) を母体として2020年設立
• 科学技術庁 (DST)、カルナータカ州政府、IISc等が連携して

運営
• 研究成果の社会実装やAI・ロボティクス分野の創業を支援

主な人材育成・起業支援プログラム

• AI・ロボティクス分野の研究者を育成AI Research Fellowship

• 学生・若手研究者に国家重点プロジェクトへの参画機会を提供Mission Mode Project Internships

• ディープテック・スタートアップの創業・事業化を支援Venture Incubation Programme (VIP)

• 大学研究成果 (ディープサイエンス) の事業化を支援Open Deep Science/Tech Incubator

• 研究成果の事業化を担う研究者・起業家候補を育成・支援Technology Innovators in Residence (TIR)

主なスタートアップ

• 建設・物流分野向け自律走行ロボットを開発・展開自動運転Flo Mobility

• 製造業等向け統合型ロボティクスプラットフォームを開発ロボティクスSakar Robotics

• 慢性疾患患者向けAIプラットフォームを開発AIヘルスケアCIPRA.ai

• 多言語AI基盤を活用し、インド言語向けAIサービスを開発言語AIProject Vaani関連スタートアップ

主な成果
• AI・ロボティクス等のスタートアップ約30～40社を支援
• 立ち上げ期のフラッグシッププロジェクト「Project Vaani」

を通じ、多言語音声データ基盤を整備
• 支援企業ポートフォリオ評価額は約1.4億米ドル
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研究・イノベーション活動：C-CAMP
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 C-CAMP (細胞分子プラットフォームセンター) は、基礎研究から製品化までをつなぐライフサイエンス分野の事業
化ハブとして機能

 ベンガルール生命科学クラスターの中核機関として、研究機関・企業・投資家を結び付け、研究成果の社会実
装やバイオスタートアップの創出を支援

概要
• 科学技術省バイオテクノロジー庁 (DBT) が主導して

2009年設立
• インドを代表するバイオ・ライフサイエンス分野のイン

キュベーション拠点
• 創業支援、技術移転等を通じて、研究成果の事業

化を支援

主な成果
• ライフサイエンス分野のスタートアップ500社以上を支援
• 支援企業による製品100件以上が市場投入（利用者

5,000万人以上）
• 支援企業による特許出願230件以上、ライセンスアウト

13件
• 支援企業による外部資金調達5.5億米ドル超、企業価

値15～16億米ドル

ベンガルール生命科学クラスター (Bangalore Life Sciences Cluster, BLiS)
• 国立生物科学センター (NCBS、基礎研究)、幹細胞科学・再生医学研究所 (inStem、応用研究)、C-CAMP (事業化)

が同一キャンパスに集積し、研究から製品化までを一体的に推進
• 中央・州政府の関係機関 (DBT、バイオテクノロジー産業研究支援評議会 (BIRAC)、インド改革委員会 (NITI Aayog)、カ

ルナータカ州政府) が連携し、研究開発から事業化までを継続的に支援
• 研究機関間でゲノミクス、細胞培養等の設備を共有し、研究成果の事業化を加速
• ライフサイエンス関連企業 (Bayer、Agilent、Novonesis等) との連携を通じて、オープンイノベーションを推進
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• 中央政府とカルナータカ州政府が連携し、研究開発・スタートアップ支援政策を継続的に
推進

• AI、量子、ディープテック等の重点分野への投資や実証環境の整備を進め、研究成果の
社会実装を後押し

中央・州政府戦略

• インド理科大学院 (IISc)、国立生物科学センター (NCBS) 等の研究機関と、多国籍企
業のグローバル・ケイパビリティ・センター (GCC) が集積し、高度な研究開発基盤を形成

• AI、ソフトウェア、半導体設計等を中心に、研究開発と産業の集積が進展
研究・企業集積

• IIScをはじめとする大学・研究機関が高度理工系人材を継続的に供給
• 技術者・研究者、スタートアップ人材が集積し、イノベーション人材の好循環を形成人材集積

• ARTPARKやC-CAMPが研究成果の事業化やスタートアップ創出を支援
• 大学・研究機関、企業、投資家、政府が連携し、研究から事業化までを一体的に推進

産学官連携・事業
化支援

 ベンガルールの発展を支えた4つの要因

 課題と対応策

 地下鉄網や空港アクセス等の都市インフラ整備を推進• 急速な都市成⾧に交通渋滞や都市インフラ整備が
追い付いていない

 ARTPARKやC-CAMP等を通じた事業化支援や成⾧資金
の供給を強化

• スタートアップは多いものの、大学発を含むディープテッ
ク企業のスケールアップ環境はなお発展途上

 国際共同研究、高度外国人材の受入れ、人材育成プログ
ラムを拡充

• AI、量子、半導体分野で高度人材獲得競争が国際
的に激化
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オーストラリア：Tech Central
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シドニー空港まで鉄道で14分
シドニーCBD (中心業務地区) から1.5km

シドニー大学

UTS

ハイ・アクティビティゾーン
ヘルス・教育研究施設
公共オープンスペース

CANVA社

Atlassian社

500m

Royal Prince Alfred 病院

Tech Central (テックセントラル)2018年設立

600ha面積

6エリア数

約10万人就業人口

3,850万豪ドル
(約42.7億円)

2025/26年度
予算

中核2大学大学

16万人以上学生

150機関以上研究機関

約4,300社主要企業

 ニューサウスウェールズ (NSW) 州政府が推進するオーストラリア最大級のイノベーション・ディストリクト
 大学・研究機関、テクノロジー企業、スタートアップ、インキュベーター、アクセラレーターが集積し、連携を促進
 シドニー中心部に位置し、公共交通アクセスに優れ、住宅・オフィス・商業施設が融合した、既存市街地を活用

した都市再生型のイノベーション拠点を形成
 大シドニー圏の総雇用の4.5%、総生産の4%を創出

出所：Tech Central経済開発戦略を一部改変
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政策・戦略

 2025年9月、ニューサウスウェールズ (NSW) 州政府は「Tech Central経済開発戦略」を策定し、州のイノベー
ション政策「NSW Innovation Blueprint 2035」の中核拠点として位置付け

 大学・研究機関、企業・スタートアップ、人材、都市機能を集積し、世界有数のイノベーション・ディストリクトを
形成

 研究成果の社会実装・事業化、スタートアップ支援、投資誘致、人材育成、雇用創出を促進

12

Tech Centralは、シドニー中心部に位置するオーストラリアのイノベーション・ディストリクトであり、起業家精神、世界
トップクラスの研究力、創造性を結集し、世界的な課題の解決を牽引する拠点。活気ある24時間型の都市環境の
中で、アイデアが育ち、事業が成⾧し、未来が創造される場を目指す。

ビジョン

• より強固なリーダーシップ・ガバナンスの確立
• 持続可能な資金・運営体制の構築
• 政府・大学・企業・地域コミュニティの連携強化

持続可能なリーダーシップの構築

戦略的アウ
トカム

• 重点産業・成⾧企業の集積促進
• 研究成果の社会実装・商業化の促進
• スタートアップ・スケールアップ支援、国内外からの投資誘致

Tech Central経済の成⾧

• 高度人材へのアクセス向上
• リスキリング・アップスキリングを含む人材育成
• 多様な人材の活躍促進と質の高い雇用創出

優秀な人材の獲得・育成

• 都市環境・公共空間の改善
• 住宅供給、文化・クリエイティブ産業、ナイトタイムエコノミーの充実
• 安全性・利便性・回遊性を高め、住み・働き・交流したくなる地区を形成

活気に満ちた魅力あるイノベーション
拠点の創出
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 ニューサウスウェールズ (NSW) 州政府が政策・ガバナンスを担い、イノベーションエコシステム全体を牽引
 シドニー大学・シドニー工科大学 (UTS) を中核に、研究・人材基盤を形成
 グローバルテック企業、アクセラレーター、インキュベーター、ベンチャーキャピタル (VC) の集積により、スタートアップの

創出・成⾧環境を構築

機能・役割主な組織主体

• Tech Centralの政策・ガバナンスを主導
• 州のイノベーション政策との整合を図り、投資誘致、企業誘致、国際

連携、エコシステム形成を推進

NSW州政府、Investment 
NSW政府・推進機関

• 研究開発、人材育成、産学連携を担う中核機関
• シドニー大学は医学・ライフサイエンス、UTSはAI・コンピュータサイエンス

に強み
• 北米・欧州・アジアの主要大学・研究機関との国際共同研究を推進

シドニー大学、シドニー工科大学
(UTS)

大学・研究機関

• 地域の中核企業として、企業・人材・投資を呼び込む役割を担う
• グローバルに展開するオーストラリア発テック企業がエコシステムを牽引Atlassian、Canva等中核 (アンカー) 

企業

• 起業家支援、インキュベーション、メンタリング、研究発スタートアップの
事業化を支援

Cicada Innovations、アクセラ
レーター等

スタートアップ支
援機関

• シード・アーリー段階から成⾧企業まで資金供給を行い、事業成⾧や
海外展開を後押し

Techstars、国内外VC、エンジェ
ル投資家等投資家・VC

• オフィス、研究施設、住宅、公共空間などの都市機能を整備
• 24時間型イノベーション地区の基盤を形成

Central駅周辺再開発関係者、
地区開発事業者、公共部門等

都市開発・地域
運営主体
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研究・イノベーション活動：AI・ディープテック分野
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概要・特徴分野組織

• 2020年に研究所へ昇格したAI研究拠点
• 機械学習、自然言語処理、コンピュータビジョン等を研究
• 産学連携を通じたAIの産業応用と高度人材育成を推進

AI・機械知能
シドニー工科大学 (UTS)
オーストラリアAI研究所
(AAII)

• 1999年設立の自律ロボティクス研究拠点
• AIを活用した自律移動・知能ロボット技術を研究開発
• 農業、自動運転、海洋、安全保障等への応用を推進

ロボティクス・自律
システム

シドニー大学オーストラリアロボ
ティクスセンター (ACFR)

• 2015年設立のナノ科学・先端材料研究拠点
• ナノ材料、量子技術、ナノデバイス等を研究
• 異分野融合による次世代技術の創出を推進

ナノテクノロジー・
先端材料シドニー大学ナノ研究所

• シドニー地域4大学が連携する量子技術拠点
• 量子研究者・技術者の育成を推進
• 産学連携による量子技術の社会実装を支援

量子技術・人材
育成シドニー量子アカデミー (SQA)

• オーストラリア政府の国家AI推進組織
• 企業・政府のAI導入と責任あるAI活用を支援
• 研究機関と産業界をつなぎ、AI社会実装を促進

AI産業応用国家AIセンター (NAIC)

 大学、国立研究機関、産学連携組織が集積し、グローバルな共同研究ネットワークの下で、AI・データサイエン
ス、量子技術、ナノテクノロジー等のディープテック分野の研究開発を推進

 産学官連携を通じて、研究成果の社会実装や産業応用を促進
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研究・イノベーション活動：研究開発基盤の整備
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 研究開発投資と研究インフラ整備により、研究・実証の基盤を構築

研究開発投資支援：研究誘致・加速プログラム (RAAP)
• ニューサウスウェールズ (NSW) 州の共同投資助成制度として、州内企業・研究機関による研究開発投資を支援
• Tech Centralへの研究機能の集積や共同研究の促進にも活用
• 企業による研究機能の立地・拡充や高度研究施設への投資を促進
• 州内の研究開発能力を強化し、研究成果の事業化・イノベーション創出を後押し

研究インフラ整備：Tech Central研究・イノベーションインフラ基金
• Tech Centralにおける4つのイノベーション施設・共用研究設備の整備・拡充を支援
• 大学・研究機関・企業が共同利用できる研究環境を整備し、研究成果の実証・事業化を促進

支援額概要申請者施設

300万豪ドル半導体・フォトニクス分野の試作品開発、パッケー
ジング、評価を支援する共用研究施設を整備

シドニー工科大学
(UTS)

先進試作パッケージング施設
(APPF)

220万豪ドル代替タンパク質・食品素材の研究開発から試作、
パイロット製造までを支援シドニー大学代替タンパク質応用センター

(APAC)

140万豪ドルmRNAワクチン・RNA治療薬の設計基盤を整備し、
研究開発・商業化を支援UTSワクチン・RNA設計センター

(VRDC)

140万豪ドルAI、医療技術、ロボティクス等の人間能力拡張技
術について、応用研究・実証・事業化を支援ARIA Researchヒューマン・オーグメンテーション・ラボ

(HAL)
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研究・イノベーション活動：研究成果の事業化支援

 整備した研究基盤を活用し、産学官連携と起業支援を通じて、研究成果の事業化・社会実装を推進

16

産学官連携
国家産業イノベーションネットワーク (NIIN)
• 2020年6月、シスコ社とオーストラリアの主要大学により設

立された全国規模の産学連携ネットワーク
• 大学の研究能力と企業の課題を結び付け、デジタル技

術の共同研究・実証を推進
• シドニー工科大学 (UTS)、キャンベラ大学、クイーンズランド

工科大学など7大学に拠点を設置し、実験、試作、応用
研究を支援

• Tech Centralでは、UTS内のInnovation Central 
Sydney (ICS) がNIINのシドニー拠点として機能し、企業
と大学の共同研究・概念実証 (PoC) を推進

• 2026年4月、シンガポールにも拠点を開設し、国際連携を
拡大

起業支援
Tech Centralイノベーションハブ (TCIH)
• 非営利団体Stone & Chalkが運営するスタートアップ支

援拠点
• シード期からスケールアップ段階まで、企業の成⾧段階に

応じた多様なオフィス・共創スペースを提供
• アクセラレーションプログラムやメンタリングを通じて、スタート

アップの事業成⾧、投資獲得、スケールアップに伴走
• 海外企業向けの「International Landing Pad」や地域

展開向けの「Landing Site」等により、オーストラリア市場
への参入や事業展開を支援

• スタートアップ、大学、企業、投資家、専門人材とのネット
ワーク形成を促進し、研究成果・新技術の事業化や社会
実装を促進

サンシャインコースト
ブリスベン

シドニー：Innovation Central Sydney (ICS)

キャンベラ

メルボルン
アデレード

パース

• 2026年3月、UTS内に設置されたNIINの中核拠点
• AI、サイバーセキュリティ、IoT、エンジニアリング等の分野で企業

が大学の研究能力や設備を活用できるオープンイノベーション
環境を提供

出所：NIINウェブサイトを一部改変
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発展を支えた要因と今後の課題
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• ニューサウスウェールズ (NSW) 州の産業政策・イノベーション政策の中核拠点
• 州政府主導でガバナンスと投資を推進
• 世界有数のイノベーション・ディストリクトを目標に整備

州政府戦略

• シドニー大学、シドニー工科大学 (UTS) 等の大学・研究機関が近接立地
• 周辺大学群による高度人材供給基盤を形成
• AI・量子・ロボティクス等の先端研究を推進

研究・人材集積

• 大学・研究機関・企業が連携して、研究成果の実証・事業化を推進
• 国家産業イノベーションネットワーク (NIIN) が共同研究・概念実証 (PoC) を支援
• Tech Centralイノベーションハブ (TCIH) が起業・スケールアップを促進

産学官連携・事業化
支援

• シドニーCBD (中心業務地区) 隣接の都心立地による高いアクセス性
• 住宅・研究・オフィス・商業・文化機能を融合
• シドニー都心の既存資産を活用した都市再生型イノベーション拠点を形成

都市機能

 Tech Centralの発展を支えた4つの要因

 課題と対応策
 Tech Centralイノベーションハブ等を活用し、研究成果の

社会実装・スタートアップ成⾧支援を強化
• 研究成果の事業化、スタートアップのスケールアップ環境

は発展途上

 国際連携や海外企業誘致を通じて、グローバル人材の誘
致力を強化

• 米国、英国、シンガポール等との高度人材獲得競争が
激化

 公共空間、歩行者・自転車環境、交通インフラの整備を
推進

• 都市型拠点として地区内移動や歩行者・自転車環境
に課題
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シンガポール：one-north
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概要
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2001年建設開始

約200ha
(皇居+外苑+東御苑の広さ)面積

JTCコーポレーション
(貿易産業省傘下法定機関)主要開発業者

8 (機能・分野が異なる)エリア数

約5万人就業人口

約70億シンガポールドル
(約8,800億円)投資額

6大学等・15公的研究機関大学・研究機関

約400社主要企業

約800社スタートアップ

約30社インキュベーター&
アクセラレーター

 名称「one-north (ワン・ノース)」は、シンガポールが位置する北緯1度に由来
 シンガポールの経済・観光の中心であるセントラル区のクイーンズタウンに位置
 シンガポール国立大学や国立大学病院に隣接し、最寄り地下鉄駅は3つ
 それぞれ異なる機能・分野を持つ8エリアから構成

one-north

シンガポール国立大学が隣接

ローンチパッド 東西: 約1.5km
南北: 約2.0km

アイヤー・ラジャ

フュージョノポリス

バイオポリス

ウェセックス

ビスタ

ネパールヒル

商業・ライフ
スタイル

バイオメディカル・
ライフサイエンス

居住エリア

メディアポリス
情報通信技術・メディア

新興産業

スタートアップ・
インキュベーター

情報通信技術・メ
ディア・科学・工学

人材育成・開発

出所：Wong, PK (2022) を一部改変
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政策・戦略
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内容年

• 「第一次国家技術計画 (National Technology Plan: NTP、1991-1995)」(RIE の前身)において、統合型研究開
発拠点建設の構想を提案。製造拠点から技術立国への転換、産学官連携の促進を目指す方針を発表1991年

• 現在one-northのあるブオナビスタ地区に50億シンガポールドル規模のScience Hubの建設計画を発表1998年

• 国家科学技術委員会 (NSTB、現A*STAR)が「Technopreneurship 21 (T21)」 を策定・推進
• 1990年代のアジア通貨危機や中国・周辺国との競争激化を背景に、産業高度化・高度技術化や知識集約型経

済への転換を促進するダイナミックなエコシステムを支える拠点の開発を構想
1999年

• JTC Corporationを開発主導機関に指定し開発準備を推進
• 12月4日、ワン・ノース (one-north) が正式発足、バイオポリス施工開始2001年

• 各エリアがフェーズ別にオープン
 2003年：バイオポリス (Biopolis) 第一フェーズ部分
 2008年：フュージョノポリス (Fusionopolis) 第一フェーズ部分
 2014年：メディアポリス (Mediapolis) Infinite Studios
 2014年：ローンチパッド (LaunchPad@one-north)

2003年
以降

• 6月、「グレーター・ワン・ノース」構想発表、one-north周辺環境の刷新とAIスタートアップ拠点の開設を推進2025年

 製造業から知識集約型経済へ転換するビジョンとA*STAR前身のNSTBの方針の下で計画・開発が進展
 2025年から周辺地域を含めた「グレーター・ワン・ノース (Greater one-north)」構想を展開

 国全体の雇用の5% (12万人) の創出に向けて、機関・施設の刷新と拡充を段階的に推進
 住宅の拡充 (合計約6,000戸)、駅周辺の再開発、憩い・交流の場の増設により住めるイノベーション都市を目指す
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主要プレーヤー：全体構成
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JTCコーポレーション
全体計画・開発整備・運営

貿易産業省 (MTI)

経済開発庁 (EDB)
企業誘致・産業振興

都市再開発庁 (URA)
周辺エリアを含む都市計画

one-north開発グループ

国家研究基金 (NRF)
研究資金支援

EnterpriseSG
中小企業・Startup支援

支援
・

運営

科学技術研究庁 (A*STAR)
• one-north最大の研究プレーヤー
• 研究所運営・企業との共同研究

大学・ビジネススクール
• シンガポール国立大学 (NUS)、南洋理工大学

(NTU)、INSEAD、仏・ESSEC等
• 研究人材・起業家育成を支援

大手グローバル企業
• 星・Grab、星・ Sea (Shopee)、米・IBM、米・

P&G、英・グラクソ・スミスクライン、独・BASF等
• 研究開発拠点・地域拠点を設置

スタートアップ・ベンチャーキャピタル (VC)
• スタートアップ約800社
• インキュベーター・アクセラレーター・VC 30以上

 400社超の企業、15以上の公的研究機関、5つの高等教育機関・企業、約5万人の知識労働者が集積し、
シンガポール最大級のイノベーション・エコシステムを形成

 AI・ディープテック・バイオテクノロジー・半導体・フィンテック分野での産学官連携が活発

国家開発省 (MND)

首相府 (PMO)
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主要プレーヤー：研究開発・起業の中核エリア
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主な役割主な組織拠点

ライフサイエンス・バイオメディカル分野の研究
開発

A*STAR、生物医学研究機関、多国籍
製薬・バイオ企業

バイオポリス
(Biopolis)

one-north
内エリア

AI・ICT・ロボティクス・先端工学・材料科学
等の研究開発

A*STAR、情報通信・工学系研究機関、
多国籍ICT・メディア・エンジニアリング企業

フュージョノポリス
(Fusionopolis)

スタートアップ等のインキュベーションや支援、
企業・VCとのマッチング (2028年にはAIスター
トアップ専用拠点が完成)

インキュベーター、アクセラレーター(NUS 
Enterprise等)、VC

ローンチパッド
(LaunchPad)

海外大学との共同研究、最先端技術の研
究、課題解決

海外トップ大学とシンガポール国内大学・
研究機関の共同研究所CREATEGreater 

one-north 
エリア 研究開発・高等教育・人材育成、海外大

学との共同研究シンガポール国立大学、関連研究機関シンガポール国立大学
(NUS)

 one-north内の各エリアに、研究開発、国際共同研究、起業支援を担う機関を集積
 バイオ・デジタル等の重点分野ごとに研究開発拠点を配置し、産学官の共同研究を促進
 海外大学・研究機関との国際共同研究を通じて、先端技術の創出と高度人材の育成を推進
 インキュベーター、アクセラレーター、ベンチャーキャピタル (VC) 等を集積し、研究成果の事業化やスタートアッ

プ創出を支援
 研究から社会実装までを一体的に支えるイノベーション・エコシステムを形成
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研究・イノベーション活動：CREATEによる国際共同研究
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CREATE (Campus for Research Excellence and Technological Enterprise)
 2006年構想承認、2007年始動、2012年正式開所
 世界各国のトップ大学* をシンガポールへ誘致し、シンガポールの大学・研究機関・企業との共同研究を促進
 国家研究基金 (NRF) が設立・運営し、海外大学との共同研究に対して⾧期的な資金を提供
 環境、エネルギー、人間、都市の4分野を中心に、資源循環、脱炭素、ヘルスケア、持続可能な都市づくり等に

関する分野横断的な研究を推進
 基礎研究から研究成果の社会実装、人材育成までを一体的に推進

SMART (Singapore-MIT Alliance for 
Research and Technology)
• マサチューセッツ工科大学 (MIT) 唯一の海外

研究拠点として2007年7月に設立
• 国内大学・研究機関と連携し、薬剤耐性、バ

イオシステムとマイクロメカニクス、環境センシン
グ・モデリング、将来の都市モビリティ、低エネル
ギー電子システム、感染症等の様々な分野の
共同研究を実施

TUMCREATE
• ミュンヘン工科大学 (TUM) の海外研究拠点と

して2010年に設立
• 国内大学・研究機関と連携し、都市モビリティ、

食品科学・技術、バイオメディカル技術、予防
医療から、カーボンニュートラルなメガシティまでの
幅広い分野を研究

*9つの大学・研究機関が研究所を設置：マサチューセッツ工科大学 (MIT)、ミュンヘン工科大学 (TUM)、ケンブリッジ大学、スイス工科大学チューリッヒ
校、エルサレム・ヘブライ大学、カリフォルニア州立大学バークレイ校、イリノイ州立大学アーバナ・シャンペーン校、上海交通大学、 フランス国立科学研究
センター
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研究・イノベーション活動：ローンチパッド (LaunchPad)
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 2015年に始動した、シンガポール最大級のスタートアップ拠点
 テック系スタートアップ、インキュベーター、VC・支援機関の3者を集積するスタートアップ・エコシステム
 これまでに2,400社超のスタートアップを支援し、3社のユニコーン企業を輩出

ユニコーン企業の輩出例
Carousell (2012年創業、中古品売買C2Cマーケットプレイス)
• 創業初期、シンガポール国立大学のインキュベーション施設

(現在のローンチパッド・Block71) を拠点に起業家やVC等と
の支援を受けて事業を拡大、同国最大規模へ。

• シンガポールから東南アジアへ展開し、現在はシンガポール、
マレーシア、インドネシア、台湾、香港、フィリピン等でサービス
を提供。

AIスタートアップ専用の拠点「Kampong AI」の整備
• 2026年にローンチパッドの刷新・拡張と併せて、AIスタートアップ専用拠点の整備計画を発表、2028年完

成予定。
• AIスタートアップ、研究者、企業、投資家が集まるAI特化コミュニティを形成。
• オフィスと住宅を一体化した「Work-Live」型施設を計画。

 エコシステムの集積：スタートアップ、
インキュベーター、VC、アクセラレーター、
大学・研究機関が一か所に集積し、
資金調達や事業連携、人材交流の
機会を創出。

 コミュニティによる成⾧加速：起業
家同士の知見共有やメンタリングに
より、創業初期企業の成⾧を加速し、
スケールアップを後押し。
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その他：空間・都市設計

 2001年、世界的に有名なザハ・ハディド・アーキテクツをマスタープランのデザイン設計者に任命
 20年後の街のイメージを基礎に、高品質でフレキシブルな光環境、進化する夜景、実現できそうにないほど美し

い流線形の都市景観等をコンセプトに、デザイン・計画案を作成

25

ザハ・ハディド (Zaha Hadid、1950年10月31日 - 2016年3月31日)
• イラク・バグダード出身、イギリスを拠点に活躍した建築家。ザハ・ハディド・アーキテクツ代表。 2004年プリツカー賞受賞。
• 「曲線の女王」と呼ばれ、流線形・三次曲面や未来的なフォルムを特徴とする建築デザインで知られている。
• 2020年東京オリンピックの新国立競技場初期デザイン案を作成。

位置：大学近くの立地
• 米ノースカロライナ州のResearch Triangle Park、MITに隣接するKendall Square等のイノベーション拠点

を参考に、シンガポール国立大学 (NUS)の隣接地を選定。

理念：「Work-Live-Play-Learn」が揃う都市
• 米サンフランシスコのサウス・オブ・マーケット、カリフォルニア州アーバイン、ボストン等では住居と職場が混在。
• 様々な施設・機能が揃う環境が思いがけない偶然の出会いを創出し、新しいアイディアやイノベーションを

促進していることからヒントを得て、次の4つの理念が揃う都市を設計：
 Work：研究所・企業・スタートアップ
 Live  ：住宅・アパートメント
 Play  ：公園・飲食店・商業施設・文化施設
 Learn：大学・ビジネススクール・企業研修施設
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発展を支えた要因と今後の課題
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• RIE計画とA*STARの下、研究開発・社会実装・都市開発を一体的に推進
• バイオ、先端製造、AI等の重点分野に継続的に投資
• one-northを国家中核の研究・イノベーション拠点として整備

国家戦略

• CREATEを通じて各国トップ大学の研究拠点を誘致
• NUS、NTU、A*STAR等と海外大学・外資企業による国際共同研究を推進
• 世界トップレベルの研究人材を集約

国際頭脳循環

• スタートアップ、インキュベーター、VCの三者がスタートアップ・エコシステムを形成
• 大学や研究機関が高度研究人材を継続供給、企業・研究機関が共創を促進
• 約400社の企業、約800社のスタートアップ、約30社のインキュベーターが集積

スタートアップ・
エコシステム

• 米国等の先行事例を入念に分析し、立地や都市計画を選定・策定
• 「Work-Live-Play-Learn」理念に基づき、研究・企業・大学・住宅・商業施設を一体整備
• 人材交流や偶発的な出会いを生み出す環境を形成

都市機能

 one-northの発展を支えた4つの要因

 課題と対応策
 Greater one-north構想により研究施設・オフィス・都市

機能を段階的に拡張・刷新
• one-northの成熟化により、今後のさらなる発展・移行

が課題

 A*STAR研究機関の計算機・AI研究所の再編、
Kampong AIを核としたAIエコシステムの形成を推進

• AI、量子、半導体等の新技術分野での競争が世界的
に激化

 大学とA*STAR研究機関による人材育成・海外人材誘
致、Greater one-north構想による住宅供給・定住化

• 国内外での高度人材の流動により、人材の確保・定着
が不十分
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韓国：パンギョテクノバレー
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概要：基本コンセプト

28出所：パンギョテクノバレーを一部改変

入居企業の利便性向上のため、教育施設、
賃貸スペース、国際会議スペース等を提供

京畿創造経済革新センター

は公共施設（京畿道）、その他は民間所有

パンギョ
テクノバレー

 韓国政府・京畿道主導の下、先端分野の融合と研究・産業資源の集約によって、
グローバル研究開発 (R&D) ハブを構築

パンギョ第3テクノバレー
(約58万m2)造成期間：2018年～2029年

（予定）
ファブレス中心のシステム半導
体クラスター

パンギョ第2テクノバレー
(約43万m2)

造成期間：2015年～2025年
入居企業：584社

パンギョ第1テクノバレー
(約45万m2)

造成期間：2005年～2015年
入居企業：1,196社（67.2％）
用地構成：招聘（企業・研究機関誘致）用地、
一般研究用地、研究支援用地

政府系研究機関やグローバル企業の
R&Dセンターの誘致を通じて入居企業間

のパートナーシップ機会を提供

グローバルR&Dセンター

政府系研究機関やグローバルVCやアクセ
ラレータ等と連携し、スタートアップのオープ

ンプラットフォームを構築

スタートアップキャンパス

• パンギョ第1テクノバレー事業費：約5.3兆ウォン（敷地約1.4兆ウォン、建築費約3.9兆ウォン）
• 開発方式：公営（施行主体：京畿道（京畿住宅都市公社代行））

京畿道城南市三平洞周辺
（板橋新都市）
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概要：韓国版シリコンバレーの実現
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IT・BT (バイオ)・CT (コンテンツ)・NT (ナノ) 分野の研究・人材・
知識・ビジネスが集積する先端融合クラスターミッション

• 産学官連携によるシナジー効果の最大化
• 人材育成システムの構築
• 研究開発 (R&D) ・実証環境の整備
• R&Dと文化・芸術・交流が融合する複合都市空間の形成
• スタートアップから大企業までを支援する企業支援体制の

構築

成⾧戦
略

• 産学研オープンラボの運営
• 中小企業を中心とした共同研究支援
• 専門家・CEOコミュニティの構築
• ブロックチェーン教育プログラムの企画・運営
• 起業アカデミーおよび専門人材育成
• ICT起業オープンラボの運営

施策

 企業の研究開発拠点の集積、スタートアップ育成、産学官連携を通じて、韓国最大級のイノベーション・クラス
ターを形成

 企業集積・実証・事業化・スケールアップを一体的に支援

2011年 (パンギョ第1テク
ノバレー入居開始)設立

66.1ha面積

3エリア数

約8.3万人就業人口

5.27兆ウォン
(約5,800億円)開発投資額

約1,780社
うち、大企業64社 (3.7%)
スタートアップを含む中小企業
1,477社 (85.0%)

入居企業

IT：1,069 (61.5%)
CT：198 (11.4%)
BT：195 (11.2%)
その他：276 (15.9%)

入居企業
業種

出所：パンギョテクノバレー
＊数値は2024年末時点
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政策・戦略：推進経緯
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パンギョ新都市開発計画確定

2003年

パンギョ新都市実施計画承認
（パンギョテクノバレー特別計画区域指定）

2004年 2006年

パンギョ第1テクノバレー着工

2011年

パンギョテクノバレー支援本部新設
企業入居開始

2012年

グローバルR&Dセンターオープン

2015年

京畿創造経済革新センター発足
入居企業1,000社達成
パンギョ第2テクノバレー着工

2016年

スタートアップキャンパスオープン

2017年

京畿道経済科学振興院発足
（GBSA、現在運営主体）

2019年

入居企業売上高100兆ウォン達成

2026年

パンギョ第3テクノバレー
着工予定

2020年

グローバルスタートアップ
育成事業開始

パンギョ第3テクノバレー推進計画

2024年

 先端企業1,600社の集積と10万人規模の雇用創出を目標に、知識基盤の整備とベンチャー育成政策を推進
し、韓国を代表するイノベーションクラスターへと発展
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政策・戦略：主要施策
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概要主な施策

• 約20万坪のベンチャー団地整備を計画
• 研究・試作・事業化を一体化した知識産業集積拠点として造成

建設交通部「パンギョ新都市開発計画」
(2003年12月)

• 約170億ウォン投資
• 研究開発・起業支援等によりソフトウェア融合産業を育成

未来創造科学部「ソフトウェア融合クラスター
造成事業」採択 (2014年7月)

• 先端企業1,600社の集積と雇用10万人の創出を目標に設定
• 創業・ベンチャー支援、ICT新技術の実証環境整備、産学官・グローバル連携、

企業成⾧空間・未来型都市インフラの整備を推進

関係省庁合同「パンギョ創造経済バレー造成
マスタープラン」 (2015年6月)

• 創業・革新企業の成⾧支援に向け、パンギョ創造経済バレーと第2テクノバ
レーの起業・企業支援インフラを段階的に整備

経済関係⾧官会議「革新創業エコシステム
造成方策」 (2017年1月)

• 「パンギョ創造経済バレー」を革新創業エコシステムの先導モデルとして開発
• 約43万m2規模に起業初期企業・ベンチャー約1,000社、公共創業支援セン

ター11か所の集積を目標に設定

拡大経済関係⾧官会議「革新創業エコシス
テム造成方策」 (2017年11月)

• 起業環境の提供から世界トップレベルの起業・イノベーションエコシステム構築
へ方針を転換し、「創造経済バレー」から「テクノバレー」へ名称変更

• 起業支援機能、文化・居住・交通環境、スマートシティ・自律走行車実証環
境を整備し、パンギョ型イノベーションクラスターモデルの展開を推進

関係省庁合同「パンギョ第2テクノバレー活性
化方策」 (2017年12月)

• 約7.3万坪規模の敷地に約1.7兆ウォンを投資し、パンギョ第3テクノバレーを造
成（2029年竣工予定）

• ファブレス半導体、AI、ゲーム、バイオ、自動運転、ロボット等先端産業を集積
する未来型イノベーション拠点として整備。

京畿道「パンギョ第3テクノバレー推進計画」
(2024年1月)

 段階的な施策展開により、研究開発拠点から創業・先端技術融合のイノベーションクラスターへ発展
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主要プレーヤー
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機能・役割主な組織主体

• パンギョテクノバレーの開発・運営、企業誘致を担当
• スタートアップ支援、実証環境整備、海外展開支援を実施京畿道経済科学振興院(GBSA)自治体

• 新技術の需要創出、実証、事業化をけん引
• 産学共同研究やオープンイノベーションを推進

IT：NHN、AhnLab
BT：SK Chemical、CHA Biotech
CT：NC、Nexon
NT：Jusung engineering

中核 (アンカー) 
企業

• 産学共同研究、技術移転、概念実証 (PoC)を通じて研究
成果の事業化を支援

• 半導体・AI等の試作・評価基盤を提供

電子技術研究院 (KETI)、電子通信研
究院 (ETRI)、中小企業技術情報振興
院 (TIPA) 等

研究・技術支援
機関

• AI、ソフトウェア、半導体分野の高度人材を育成
• 産学共同研究、起業教育、インキュベーションを推進

成均館大学、西江大学、慶熙大学、
光云大学

大学・人材育成機
関

• 創業支援、アクセラレーション、メンタリングを提供
• VC投資、実証支援、オープンイノベーションにより、事業化・ス

ケールアップを支援

スタートアップキャンパス、京畿創造経済
革新センター (GCCEI)、アクセラレーター、
ベンチャーキャピタル (VC)

スタートアップ支援
機関

 グローバルな中核企業（アンカー企業）が、スタートアップ育成、中小企業・研究機関との共同研究を牽引
 IT・BT・CT・NTを基盤に、AIトランスフォーメーション (AX)、システム半導体、防衛等の次世代分野へ展開
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研究・イノベーション活動：新技術実証・テストベッドの場
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先端モビリティ

スマートシティ

量子

半導体・5G・AI等

 5G・AI・量子・モビリティ等の先端技術分野において、産学官連携による実証エコシステムを形成
 企業・大学・研究機関が参加する実証環境 (テストベッド) を整備し、新技術の社会実装を加速

• 2019年「京畿道自律走行センター」を設立し、自動運
転実証インフラを整備

• 2021年「自律走行試験運行地区」を指定し、自動運
転バス・配送ロボット等を実証

• MANDO、KT、kakaomobility、大学等が参画する産
学官実証を推進

• ロボット・ドローンを含むスマートモビリティ実証へ展開

• 2022年「量子産業エコシステム支援センター (KQIC)」を
設立し、2025年「オープン型量子テストベッド」を整備

• 2025年、国内初の自律走行量子セキュリティ技術実証
を実施

• 2026年から、量子技術の実証・産業利用、人材育成
を産学連携で推進

• 2019年「半導体設計支援センター」を整備し、設計ツールを
共同利用

• 2019年「5Gオープンラボ」を構築し、サービス開発環境を提供
• 2021年「5G-A融合サービステストベッド」を整備し、AI・5G融

合技術を実証
• 2024年に発足した「AI・半導体開発支援センター」を中心に、

ファブレス企業の事業化を支援

• 2026年から、城南市スマートシティで、自動運転・ロボット・AI
等を活用した都市実証を推進

• 高齢者支援・健康管理等の社会実装を産学官連携で推進

出所：京畿道、城南市
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研究・イノベーション活動：共創の場
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大学・病院・研究所を含むバイオエコシステムの形成
• CHAバイオグループ (CHA Biotech、医科大学、病院、

研究所等) はバイオ研究団地「CHAバイオコンプレックス」
を第1パンギョテクノバレーに構築

• 2025年、 「国家細胞特化研究所」事業に選定され、細
胞バンク構築や研究開発を推進

• 2024年、パンギョ第2テクノバレーにおいてバイオスタート
アップ育成拠点「オープンイノベーションセンター」の整備を
開始し、CHAバイオグループ、延世大学、米国ケンブリッ
ジイノベーションセンター (CIC) が連携して研究開発・事
業化支援を促進

K-Bio-CIC オープンイ
ノベーションセンター

CIC 延世大学

CHAバイオコン
プレックス

慶熙大学

半導体・先端素材分野の産学連携拠点の形成
• 2026年3月、半導体・素材企業Soulbrainと慶熙大学が

パンギョVI (Venture Incubating) キャンパスを開設
• 先端素材・半導体分野のスタートアップ支援・共同研究を

推進
• 大学等との連携による研究開発・人材育成を強化
• 半導体・先端素材技術の事業化を支援する産学連携拠

点を形成

AI・ロボット技術の共同開発・社会実装
• ポスコグループのICT・DX専門企業POSCO DXとゲーム大手

企業NCのAI専門企業NC AIが連携し、ロボットAI技術の
共同開発を推進

• ロボットファウンデーションモデル (RFM) を開発し、次世代ロ
ボット技術を高度化

• AI・ロボット技術の産業現場への応用・社会実装を推進

 中核企業 (アンカー企業) を核に、研究成果の事業化に向けて、産学連携・人材育成・スタートアップ創出を推
進

Soulbrain

NC AI POSCO DX2026年下期本格運営

出所：CHA Biotech
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ソウル

パンギョ
（城南市）

水原
華城

龍仁

平澤

その他：経済効果
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京畿道における主要都市の国家R&D費の推移
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サムスン電子
半導体工場

サムスン電子本社
（デジタルシティ・R&D拠点）

（億ウォン）

 企業誘致1,780社、雇用創出83,465人 (2024年時点)
 入居企業の総売上高：226兆ウォン (パンギョ第1テクノバレー181.5兆、パンギョ第2テクノバレー44.8兆、パン

ギョ事業場のみ68.4兆)

（兆ウォン）

京畿道の主要都市とサムスン電子本社・工場
出所：パンギョテクノバレー、京畿道経済科学振興院のデータを基に著者作成
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発展を支えた要因と今後の課題
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• ソウル (江南) 近接、地下鉄新盆唐線による高いアクセス性
• IT・BT・CT・NT関連企業・研究機関を重点的に誘致
• 京畿道の半導体・ICT産業圏との連携

立地・産業集積

• 創業から事業化・スケールアップまでを一体的に支援
• スタートアップキャンパス等による創業教育・コンサル
• 共同研究・投資・ネットワーキングを促進

創業・事業化支援

• オフィス・住宅・商業施設を整備
• 「職・住・楽」が融合した都市環境を形成
• 産業集積と都市開発の一体的推進による持続的成⾧基盤の構築

都市機能

• 自動運転・スマートモビリティ実証を推進
• AI・5G等のテストベッドを整備
• 産学官による社会実装を加速

実証環境

 パンギョテクノバレーの発展を支えた4つの要因

 課題と対応策
 パンギョ第3テクノバレーへのKAIST AI大学院誘致等により、

研究開発力の強化、産学連携・高度人材育成を推進
• 周辺に競争力の高い大学・研究機関が少なく、産学

連携や研究人材との交流が限定的

 オープンラボや起業支援プログラム等により、スタートアップ
の成⾧と事業化を支援

• スタートアップの創業後の成⾧を支える投資・人材・事
業化支援環境のさらなる強化が必要

 第3テクノバレーに公共寮等を整備し、企業・人材が集積
しやすい環境を形成

• オフィス賃料や住宅費の高騰により、スタートアップ企業
の立地や若手人材の確保が困難
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台湾：新竹サイエンスパーク
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 企業、大学、研究機関が連携し、研究開発、人材育成、技術移転、量産までを一体的に担う、台湾を代表
するサイエンスパーク

 新竹市・新竹県を中心に、桃園市、苗栗県、宜蘭県に展開する6つのサイエンスパークで構成
 各園区が半導体、ICT、バイオ等の重点分野に応じた機能を担い、相互に連携・補完する広域イノベーション・

エコシステムを形成

概要

半導体、コンピューター・周辺機器、通信、
オプトエレクトロニクス (新竹市・新竹県)

通信、オプトエレクトロニクス、バイオテクノロジー
(苗栗県竹南鎮)

先進医療機器、新薬研究開発
(新竹県竹北市)

IC (集積回路)、オプトエレクトロニクス
(桃園市龍潭区)

デジタルイノベーション、通信サービス
(宜蘭県宜蘭市)IC、精密機械 (苗栗県銅鑼郷)

1980年設立

約1,467ha面積

6 (役割が異なる)エリア数

約17.9万人就業人数

約584社入居企業

新竹サイエンスパーク

出所：新竹科学園区管理局、日本台湾交流協会を一部改変 38
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政策・戦略

39

概要・新竹サイエンスパークとの関係主な政策・戦略

• スマート機械、バイオ医療、グリーンエネルギー等の重点産業を育成し、新竹サイエンスパー
クの産業分野を半導体以外へ拡大

5＋2産業イノベーション計画
(2016年)

• 5＋2計画を発展させ、AI・情報通信・サイバーセキュリティ・精密医療等を重点化し、研
究開発から量産までの産業基盤を強化

六大核心戦略産業推進方策
(2020年)

• 半導体の強みを活用し、AI、シリコンフォトニクス等の次世代技術への展開や人材育成・
国際連携を推進

晶片駆動台湾産業創新方案
(2024年)

• 新竹を核に桃園・苗栗との広域イノベーション圏を形成し、半導体・AI等の産業集積を
強化

桃竹苗大シリコンバレー推進方案
(2024年)

 1980年の設立以降、1990年代にかけて半導体を中心とするハイテク産業クラスターを形成
 2000年代以降、半導体の競争優位を基盤に、AI、次世代通信、バイオ等の重点産業へ展開
 2010年代後半以降、政府の重点産業政策・戦略と連動し、研究開発・事業化・量産を担う中核拠点として

発展

国家科学及技術委員会 (NSTC)

新竹科学園区管理局

企業・大学・研究機関

科学園区の開発・運営・管理
：現場の技術課題、人材需要、投資計画を集約し、政策や支援策に反映

科学園区の政策・戦略立案、制度整備

研究開発・人材育成・技術移転・事業化・量産

政策・戦略推進体制
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主要プレーヤー
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 国家科学及技術委員会と新竹科学園区管理局がサイエンスパーク運営・産業振興を担当
 企業、大学、研究機関が連携して、研究開発から事業化・量産までを推進

機能・役割主な組織主体

• NSTCが科学技術・産業政策を所管し、管理局が園区の
運営・管理、企業誘致、インフラ整備を担当

• 研究開発支援や重点産業政策・戦略の実装を推進

国家科学及技術委員会 (NSTC)、新竹
科学園区管理局政府・推進機関

• 半導体・ICT分野の研究開発・製造をけん引
• サプライチェーン形成や産業集積の高度化を促進

TSMC (台湾積体電路製造)、UMC (聯
華電子)、MediaTek (聯發科技)、AUO
(友達光電)

中核 (アンカー) 
企業

• 半導体、ICT等の先端技術の研究開発を実施し、共用研
究基盤を提供

• 技術移転や産学官共同研究を通じて産業化を促進

工業技術研究院 (ITRI)、台湾半導体
研究中心 (TSRI)、国家高速計算セン
ター (NCHC)、国家同步輻射研究セン
ター (NSRRC)

研究機関

• 基礎・応用研究の推進、高度人材の育成を担当
• 産学連携による共同研究・技術創出を推進

国立清華大学 (NTHU)、国立陽明交
通大学 (NYCU)大学

• 国家発展基金やTaiwania Capitalがディープテック・半導体
系スタートアップへの投資を実施

• インキュベーション、事業化、海外展開を支援

国家発展基金、Taiwania Capital (政
府系ベンチャーキャピタル)、インキュベーター

スタートアップ支援
機関

• 新竹市・新竹県が交通、住宅等の都市基盤を整備
• 新竹バイオメディカルパークでは、研究施設・病院が連携し、

医療機器・新薬の臨床研究、製品化を促進

新竹市、新竹県、新竹バイオメディカル
パーク、医療機関

地方自治体・医療
機関
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研究・イノベーション活動：産学研の集積
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 企業、大学、研究機関が近接立地し、研究開発、人材育成、技術移転、事業化・量産を支える産学研エコ
システムを形成

人材育成
大学による教育・研究
• 半導体、電子、材料、通信、AI、情報工学、バイオ医療

等の高度人材を育成
企業と大学による共同育成
• 企業が資金、研究課題、専門人材を提供し、産業課題

に対応できる修士・博士人材を育成する「研究学院」を大
学に設置

• 産学共同で研究と人材育成を一体的に推進
在職者教育
• ITRIや管理局が技術研修・専門教育を提供
• 企業技術者のリスキリングを推進

各主体の役割

大学

企業 研究機関
在職者研修

共用研究設備人材・知識循環
（就職・転職・起業）

共同研究・実習主要産業
• IC (集積回路) 、コンピューター・周辺機器、通信、光電、

精密機械、バイオテクノロジーの6分野が中心
• IC産業が生産額の約7割、光電産業が売上高の約2割

• 中核 (アンカー) 企業が、先端プロセス、IC設計、
先端実装、通信、ディスプレー、AI等の研究開発・
製造を推進

• 市場・顧客ニーズを製品開発・量産へ反映

企業

• 半導体、電子、材料、通信、AI等の分野で共同
研究や受託研究を推進

• 研究成果と人材を産業界へ供給
大学

• 工業技術研究院 (ITRI) が、応用研究、試作、
技術移転、企業設立・スピンオフを通じて、研究
成果を企業へ橋渡し

• NARLabs (国家実験研究院) 傘下のTSRI (台
湾半導体研究中心)、NCHC (国家高速計算セ
ンター) 等が、試作、評価、計算資源等の共用研
究基盤を提供

研究
機関
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研究・イノベーション活動：研究成果の事業化
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ITRIによるスピンオフ
• 1980年：UMC (聯華電子) 設立
• 1987年：TSMC (台湾積体電路製造) 設立
• 1989年：Taiwan Mask (台湾光罩) 設立

企業自身による研究開発と量産
• TSMC：先端プロセス、先端実装、製造技術を自

社開発し量産
• UMC：半導体製造プロセスを開発・量産
• MediaTek (聯發科技)：通信・AI向けICを開発・製

品化

スタートアップ・新分野
• 管理局、ITRI、大学・研究機関が、設備利用、技術

支援、企業連携、資金調達、海外展開を支援
• 新竹バイオメディカルパーク (2003年計画承認、

2014年開所)：研究・試作・臨床評価・製品化を
連結するバイオ分野の事業化拠点

 大学・研究機関の研究成果を、試作・評価、技術移転、スタートアップ創出を通じて事業化・量産を展開

研究成果の事業化の流れ
• 共同研究 → 試作・評価 → 技術・人材移転

→ 事業化・量産
• 企業課題と研究成果を結び、性能・品質・コス

トを検証して市場へつなぐ

共用研究基盤
• 台湾半導体研究中心 (TSRI)：IC (集積回路) 

設計、チップ試作、半導体プロセス、材料分析、
計測等の設備を提供

• 国家高速計算センター (NCHC)：AI・HPC (ハ
イパフォーマンスコンピューティング) 向け計算資源
や研究データ基盤を提供

• 国家同步輻射研究センター (NSRRC)：放射
光を活用し、半導体・電子・バイオ医療材料の
構造解析・特性評価を支援
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その他：経済・波及効果
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 半導体を核とした世界有数の産業集積が、台湾経済と地域成⾧をけん引
 研究開発から量産までの一貫したエコシステムが、台湾の国際競争力を支える基盤として発展

波及効果
• 産業競争力：台湾の半導体輸出競争力を支え

る中核拠点として、研究開発、設計、製造、材
料・装置にわたる産業集積を形成

• 技術・人材：半導体分野で蓄積した技術・人材・
研究基盤が、AI、通信、オプトエレクトロニクス、精
密機械、バイオ医療等へ波及

• 地域経済：企業集積が研究者・技術者の雇用
に加え、建設、物流、情報通信、生活関連サービ
ス等の地域経済を活性化

• グローバルサプライチェーン：TSMC (台湾積体電路
製造) を中心とする半導体サプライチェーンが、世界
のAI・デジタル産業を支える重要なグローバルサプラ
イチェーンを形成

経済効果
産業・経済規模 (2025年)
• 売上高：約1.7兆台湾元（約8.5兆円）
• 貿易総額（輸出＋輸入）

：約4.0兆台湾元（約20兆円）
• 就業人口：約17.9万人
• 入居企業数：584社

投資動向 (2025年)
• 新規投資案件：36件

＜主な投資分野＞
 IC (集積回路)：10件
 バイオテクノロジー：10件
 オプトエレクトロニクス：7件

• 新規投資額：約162億台湾元 (約810億円)
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発展を支えた要因と今後の課題
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• 半導体を軸とした⾧期的な産業育成政策を展開
• 国家科学及技術委員会 (NSTC) 主導で政策・園区運営を一体的に実施
• AI・次世代通信等への産業高度化を促進

国家戦略・ガバナンス

• 清華大学、陽明交通大学、ITRI等が近接立地
• 半導体・AI等の研究開発と高度人材育成を推進
• 産学共同研究を通じて研究成果と高度人材を産業界へ供給

研究・人材集積

• 工業技術研究院 (ITRI) が応用研究、技術移転、スピンオフ創出を推進
• 国家研究機関が研究開発・試作・評価基盤を提供
• 研究成果の事業化・量産を支援

産学連携・事業化

• グローバル市場で競争力を持つ中核企業が集積
• 半導体の設計、製造、先端実装、材料・装置分野の企業が連携
• 世界有数の半導体サプライチェーンを形成

産業集積・サプライ
チェーン

 新竹サイエンスパークの発展を支えた4つの要因

 課題と対応策
 桃竹苗大シリコンバレー推進方案や周辺園区の拡張を通

じて、研究・生産用地の確保を推進
• 半導体産業の拡大に伴い、研究・生産用地の確保

が課題

 水資源の循環利用、省エネルギー、再生可能エネルギー
活用等により持続可能性を強化

• 半導体製造に伴う電力・水需要の増加や脱炭素対
応が課題

 産学連携による人材育成と海外高度人材の誘致を推進• 半導体・AI分野を中心に高度人材の確保競争が国
際的に激化
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おわりに：まとめ
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整備主体：中央・州政府発展モデル：人材・グローバル企業集積型
インド
ベンガルール

• インド理科大学院 (IISc) を核に、多国籍企業のグローバル・ケイパビリティ・センター
(GCC)、豊富な理工系人材が集積

• ARTPARKやC-CAMPを核に、ディープテック分野の事業化・スタートアップ創出を推進
整備主体：州政府発展モデル：都市イノベーション創発型

オーストラリア
Tech Central

• シドニー大学・シドニー工科大学 (UTS) 等の研究機関、企業、人材が都心部に集積
• 国家産業イノベーションネットワーク (NIIN) やTech Centralイノベーションハブ (TCIH) を

通じて産学連携と研究成果の事業化を推進し、イノベーション・ディストリクトを形成
整備主体：中央政府発展モデル：国家戦略統合型

シンガポール
one-north • A*STAR、企業、スタートアップが集積し、研究から事業化までを一体的に支援

• CREATEを通じて世界トップ大学を誘致し、国際頭脳循環を実現
整備主体：中央・地方政府発展モデル：実証・スケールアップ支援型

韓国
パンギョテクノバレー • IT・BT・CT・NT関連の企業・研究機関が集積

• テストベッドを活用した実証・事業化エコシステムを形成
整備主体：中央政府発展モデル：戦略産業クラスター型

台湾
新竹サイエンスパーク • 半導体企業、研究機関、高度人材が集積

• 設計・製造・材料・装置が連携する世界有数の半導体サプライチェーンを形成

 各拠点は規模や整備主体、発展の経緯は異なるものの、研究・教育機関や中核産業を起点に、企業・人
材・スタートアップを集積・連携させ、研究から事業化までをつなぐエコシステムを形成
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おわりに：日本の拠点整備への示唆

 5拠点の比較から、日本の研究・イノベーション拠点では大学・研究機関や企業等の「集積」だけでなく、研究・
人材・企業をつなぎ、事業化・成⾧までを支える機能の強化が重要であることが示唆
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検討の方向性対象拠点示唆
• 研究・企業・スタートアップ・住宅・文化機能等が近接

する「イノベーション地区」を形成し、都市再開発とイノ
ベーション政策を一体的に推進

オーストラリア・Tech 
Central／シンガポール・
one-north

都市におけるイノベーション
創発の促進

• 海外大学・研究機関・企業研究開発拠点の誘致を進
め、国際共同研究、人材交流、研究開発投資を呼び
込む「国際頭脳循環拠点」を形成

インド・ベンガルール／
シンガポール・one-north

国際頭脳循環・研究開発
機能の強化

• 実証環境、概念実証 (PoC) 支援、事業化支援、資
金供給等を拠点に集約し、研究成果の事業化やス
タートアップの成⾧を促進

インド・ベンガルール／
韓国・パンギョテクノバレー

研究成果の社会実装・事
業化支援

• 半導体、AI、量子等の重点技術・産業分野において、
研究開発・人材育成・インフラ整備・企業投資を一体
的に進め、広域的な産業クラスターを形成

台湾・新竹サイエンスパー
ク戦略産業クラスターの形成

参考：
国土交通省「都市におけるイノベーション創発のあり方に関する検討会 中間とりまとめ」 (2026年3月11日)
「第7期科学技術・イノベーション基本計画」 (令和8年3月27日閣議決定)
経済産業省「イノベーション小委員会 中間とりまとめ」 (2026年5月22日)
「日本成⾧戦略」 「地域未来戦略」 (令和8年7月21日閣議決定)
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主な参考資料
インド・ベンガルール
• Karnataka Global Capability Centers (GCC) Policy 2024-2029. 
• Karnataka Startup Policy 2025-2030. 
• Indian Institute of Science (IISc). https://iisc.ac.in
• ARTPARK. https://artpark.in
• C-CAMP (Centre for Cellular and Molecular Platforms). 

https://ccamp.res.in

オーストラリア・Tech Central
• Tech Central Economic Development Strategy. 
• NSW Innovation Blueprint 2035. 
• University of Sydney. https://www.sydney.edu.au
• University of Technology Sydney (UTS). https://www.uts.edu.au
• National Industry Innovation Network (NIIN). https://niin.com.au
• Stone & Chalk. https://www.stoneandchalk.com.au

シンガポール・one-north
• JTC Corporation. one-north. https://www.jtc.gov.sg/find-land/jtc-

key-estates/one-north
• Centre for Liveable Cities. (2018) one-north: Fostering Research, 

Innovation and Entrepreneurship. 
• Agency for Science, Technology and Research (A*STAR). 

https://www.a-star.edu.sg
• CREATE (Campus for Research Excellence and Technological 

Enterprise). https://www.create.edu.sg
• LaunchPad@one-north. https://www.jtc.gov.sg/find-

space/launchpad--onenorth

韓国・パンギョテクノバレー
• Pangyo Techno Valley. https://pangyotechnovalley.org
• Gyeonggi Business & Science Accelerator (GBSA). 

https://www.gbsa.or.kr
• 関係省庁合同「パンギョ第2テクノバレー活性化方策」. (2017)
• 京畿道. https://www.gg.go.kr
• 城南市. https://www.seongnam.go.kr

台湾・新竹サイエンスパーク
• 桃竹苗大シリコンバレー推進方案. (2024)
• 新竹科学園区管理局. https://www.sipa.gov.tw
• 国家科学及技術委員会 (NSTC). https://www.nstc.gov.tw
• 工業技術研究院 (ITRI). https://www.itri.org.tw
• 台湾半導体研究中心 (TSRI). https://www.tsri.org.tw
• 国立清華大学 (NTHU). https://www.nthu.edu.tw
• 国立陽明交通大学 (NYCU). https://www.nycu.edu.tw
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